
地
方
交
付
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

要
綱

第
一

地
方
交
付
税
法
及
び
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

一

地
方
交
付
税
の
総
額
の
特
例
等

平
成
二
十
八
年
度
分
の
通
常
収
支
に
係
る
地
方
交
付
税
の
総
額
に
つ
い
て
は
、
地
方
交
付
税
法
第
六
条
第
二
項
の
額

(一)
に
、
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
の
公
庫
債
権
金
利
変
動
準
備
金
の
活
用
等
に
よ
る
加
算
額
四
千
百
億
円
、
平
成
二
十
八

年
度
に
お
け
る
法
定
加
算
額
三
千
四
百
三
十
六
億
円
及
び
臨
時
財
政
対
策
の
た
め
の
特
例
加
算
額
二
千
七
百
四
十
六
億

九
千
五
十
万
円
を
加
算
し
た
額
か
ら
、
交
付
税
及
び
譲
与
税
配
付
金
特
別
会
計
借
入
金
償
還
額
四
千
億
円
、
同
特
別
会

計
借
入
金
利
子
支
払
額
千
五
百
八
十
四
億
円
、
平
成
二
十
年
度
分
の
地
方
交
付
税
の
総
額
を
確
保
す
る
た
め
総
額
の
特

例
と
し
て
加
算
し
た
額
に
相
当
す
る
額
を
平
成
二
十
八
年
度
か
ら
平
成
三
十
八
年
度
ま
で
の
各
年
度
に
お
け
る
地
方
交

付
税
の
総
額
か
ら
減
額
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
額
八
百
二
十
七
億
三
千
六
百
五
十
万
円
及
び
平
成
二
十
一
年
度
分
の
地

方
交
付
税
の
総
額
を
確
保
す
る
た
め
総
額
の
特
例
と
し
て
加
算
し
た
額
に
相
当
す
る
額
を
平
成
二
十
八
年
度
か
ら
平
成

四
十
二
年
度
ま
で
の
各
年
度
に
お
け
る
地
方
交
付
税
の
総
額
か
ら
減
額
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
額
九
百
八
十
三
億
八
千

二
百
五
十
万
円
を
控
除
し
た
額
と
す
る
こ
と
。



平
成
二
十
九
年
度
か
ら
平
成
四
十
三
年
度
ま
で
の
各
年
度
に
お
け
る
地
方
交
付
税
の
総
額
に
つ
い
て
、
十
五
億
円
を

（二）
加
算
す
る
こ
と
。

二

基
準
財
政
需
要
額
の
算
定
方
法
の
改
正

当
分
の
間
の
措
置
と
し
て
「
地
域
の
元
気
創
造
事
業
費
」
及
び
「
人
口
減
少
等
特
別
対
策
事
業
費
」
を
設
け
る
こ

(一)
と
。平

成
二
十
八
年
度
に
お
け
る
措
置
と
し
て
「
地
域
経
済
・
雇
用
対
策
費
」
を
設
け
る
こ
と
。

(二)

地
方
に
お
け
る
現
下
の
喫
緊
の
重
点
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
構
造
改
革
推
進
事
業
、
高
齢

（三）
者
の
生
活
支
援
等
の
地
域
の
く
ら
し
を
支
え
る
仕
組
み
づ
く
り
の
推
進
、
森
林
吸
収
源
対
策
等
の
推
進
に
要
す
る
経
費

を
措
置
す
る
こ
と
。

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
施
策
の
充
実
、
障
害
者
の
自
立
支
援
、
少
子
・
高
齢
社
会
に
対
応
し
た
地
域
福
祉
施
策
の
充

（四）
実
に
要
す
る
経
費
の
財
源
を
充
実
す
る
こ
と
。

住
民
の
生
活
に
直
結
す
る
公
共
施
設
の
維
持
補
修
に
要
す
る
経
費
の
財
源
を
充
実
す
る
こ
と
。

（五）

そ
の
他
制
度
の
改
正
に
伴
っ
て
必
要
と
な
る
経
費
及
び
地
方
公
共
団
体
の
行
政
水
準
の
確
保
の
た
め
に
必
要
と
な
る

（六）



経
費
の
財
源
を
措
置
す
る
こ
と
。

臨
時
財
政
対
策
債
へ
の
振
替
額
に
相
当
す
る
額
を
控
除
し
た
額
を
基
準
財
政
需
要
額
と
す
る
こ
と
。

（七）
三

基
準
財
政
収
入
額
の
算
定
方
法
の
特
例

平
成
二
十
八
年
度
に
お
い
て
、
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
の
負
担
の
軽
減
を
図
る
等
の
た
め
の
固
定
資
産
税
の
課

税
免
除
の
措
置
等
に
よ
る
減
収
額
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
額
の
百
分
の
七
十
五
の
額
を
加
算
す
る
特
例
を
設
け
る

こ
と
。

四

特
定
被
災
地
方
公
共
団
体
に
係
る
基
準
財
政
需
要
額
及
び
基
準
財
政
収
入
額
の
算
定
方
法
の
特
例

平
成
二
十
八
年
度
に
お
い
て
、
特
定
被
災
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
交
付
す
べ
き
普
通
交
付
税
の
額
の
算
定
に
関

し
、
必
要
な
特
例
措
置
を
設
け
る
こ
と
。

五

震
災
復
興
特
別
交
付
税
に
関
す
る
特
例

震
災
復
興
特
別
交
付
税
に
充
て
る
た
め
、
平
成
二
十
八
年
度
分
の
地
方
交
付
税
の
総
額
に
三
千
四
百
七
十
七
億
七
千

（一）
四
百
九
十
万
千
円
を
加
算
す
る
こ
と
。

平
成
二
十
八
年
度
分
と
し
て
交
付
す
べ
き
普
通
交
付
税
の
総
額
及
び
特
別
交
付
税
の
総
額
の
特
例
を
設
け
る
こ
と
。

（二）



平
成
二
十
八
年
度
震
災
復
興
特
別
交
付
税
額
に
つ
い
て
は
、
東
日
本
大
震
災
に
係
る
復
興
事
業
等
の
実
施
状
況
を
勘

（三）
案
し
て
、
当
該
額
の
一
部
を
平
成
二
十
八
年
度
中
に
交
付
せ
ず
に
、
当
該
交
付
し
な
い
額
か
ら
、
平
成
二
十
七
年
度
の

当
初
予
算
及
び
補
正
予
算
で
地
方
交
付
税
の
総
額
に
加
算
し
、
平
成
二
十
八
年
度
に
繰
り
越
し
た
震
災
復
興
特
別
交
付

税
の
額
の
う
ち
平
成
二
十
八
年
度
に
交
付
し
な
い
額
を
控
除
し
た
額
を
、
平
成
二
十
九
年
度
分
と
し
て
交
付
す
べ
き
地

方
交
付
税
の
総
額
に
加
算
し
て
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す
る
と
と
も
に
、
同
年
度
分
と
し
て
交
付
す
べ
き
普

通
交
付
税
の
総
額
及
び
特
別
交
付
税
の
総
額
の
特
例
を
設
け
る
こ
と
。

平
成
二
十
八
年
度
及
び
平
成
二
十
九
年
度
に
お
け
る
震
災
復
興
特
別
交
付
税
の
額
の
決
定
時
期
及
び
決
定
時
期
ご
と

（四）
に
決
定
す
べ
き
額
の
特
例
を
設
け
る
こ
と
。

平
成
二
十
八
年
度
及
び
平
成
二
十
九
年
度
に
お
け
る
普
通
交
付
税
の
交
付
時
期
ご
と
に
交
付
す
べ
き
額
の
特
例
を
設

（五）
け
る
こ
と
。

東
日
本
大
震
災
に
係
る
復
興
事
業
等
の
事
業
の
実
績
等
を
勘
案
し
、
地
方
公
共
団
体
に
交
付
す
べ
き
震
災
復
興
特
別

（六）
交
付
税
の
額
を
増
加
し
、
又
は
減
少
す
べ
き
額
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
額
を
震
災
復
興
特
別
交
付
税
の
額
に
加
算
し
、

又
は
こ
れ
か
ら
減
額
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。



の
減
少
す
べ
き
額
が
、
当
該
地
方
公
共
団
体
に
交
付
す
べ
き
震
災
復
興
特
別
交
付
税
の
額
を
超
過
す
る
場
合
に
は

（七）

（六）
、
総
務
大
臣
は
当
該
超
過
す
る
額
を
返
還
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。

六

特
別
交
付
税
制
度
の
改
正

地
方
交
付
税
総
額
に
お
け
る
特
別
交
付
税
の
割
合
を
、
四
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
六
パ
ー
セ
ン
ト
に
改
め
る
こ
と
。

七

そ
の
他
所
要
の
改
正

第
二

地
方
交
付
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正

地
方
交
付
税
総
額
に
お
け
る
特
別
交
付
税
の
割
合
に
つ
い
て
、
平
成
二
十
八
年
度
に
お
い
て
は
五
パ
ー
セ
ン
ト
、
平
成
二

十
九
年
度
に
お
い
て
は
四
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
規
定
を
廃
止
す
る
こ
と
。

第
三

地
方
財
政
法
の
一
部
改
正

一

地
方
債
の
協
議
不
要
対
象
団
体
の
要
件
を
緩
和
す
る
と
と
も
に
、
一
部
の
公
的
資
金
を
も
っ
て
地
方
債
を
起
こ
そ
う
と

す
る
場
合
等
に
つ
い
て
、
協
議
を
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
こ
と
と
す
る
こ
と
。

二

退
職
手
当
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
地
方
債
の
特
例
の
期
限
を
平
成
二
十
七
年
度
か
ら
平
成
三
十
七
年
度
に
延
長
す
る

こ
と
。



三

そ
の
他
所
要
の
改
正

第
四

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

一

将
来
負
担
比
率
に
算
入
す
る
項
目
に
、
不
動
産
の
信
託
及
び
第
三
セ
ク
タ
ー
等
に
対
す
る
短
期
貸
付
け
に
係
る
一
般
会

計
等
の
実
質
的
な
負
担
見
込
額
を
追
加
す
る
こ
と
。

二

そ
の
他
所
要
の
改
正


